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令不□2年度当初予算の要求概要 (ポイント)

1.概要
(対前年度+384億 円)

(対前年度+261億 円)

(単位 :億円)

H31当初① R2要求② ②一①

総額 5,143 5,527 384
二般財源 3,030 3,291 261

2ぉ R2 要求事業の主な増要因 (総額 ベース)<H31 当初眈 >

O地方消費税率引上げや幼児教育無償イし、私立高等学校の修学支援拡充など

の制度改正の平年度イヒに伴い、前年度と比較して歳入・歳出ともに大幅に

増加の見込み

《社会保障・税一体改革関係》

・幼児教育無償イヒ等経費             + 32億 円

。私立高等学校の修学支援拡充          + 13億 円

。高等教育の修学支援制度創設 (大学・専門学校) +  8億 円

・地方消費不党交付金 (市町への交付)   |   +100億 甲

・地方消費税清算金 (都道府県間の清算)     + 80億 円

《減災 ,8方災、国土強靭化対策、災害復旧関係》

・′ム`其事業費 (河災・ Bブ葛災、国土強革刃化対策含む) + 70億 円

・災審復旧費                  + 10億 円

《その他》

・県立施設整備・改修等             + 21億 円

|・ 介護保険給付・ 自立支援給付等経費       + 14億 円

・国勢調査費                  +  6億 円

<参考>
中期財政見通しとの比較 総額+160億 円、一般財源+48億円

3.◆後 定について

O「次期総合勃陪 (素案)」 や「重点朝略 (素案)」 に係るご意見を伺いなが

、ら、国の予昇
~編

成や地方財政文」策の動向を踏まえ、来年2月上匂までのラ

算編成を通し、人□減少対策をはじめとした施策を構築する。

Oまた、中期財政見通し (令不□2～6年度)では、令和2年度の財源調整の

ための基金の最終的な取崩額を約19億円と見込んでおり、これを可能な

限り圧縮する町要があるため、各種施策の選択と集中も併せて推達する。

○一般会計 (職員給与費除き)5,527億 円
。一般財源ベース     3,291億 円
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様式 1

令和2年度当初予算の要求概要

頬職員給与費の算定は後日となるため、除いて比較を行つている。
各計数は、四捨五入のため、合計欄と一致しない場合がある。
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増 減 額 伸び率 備  考令和2年度
要求額

平成31年度
当初予算額

697,708

514,343 38,350 7.5552,693

一 般 会 計

226,617

226.590 △ 16]566 △ 7.3210,024

△ 78 △ 31.0・国庫納付金の減173 251

△ 8 △ 8.9・国庫納付金の減83 91

0.021 21 0

74,0・間伐事業量の増304 225529

・国庫納付金の減207 △ 19 △ 9.4188

・償還金の減330 △ 100 △ 30.2230

・公共用地取得費の減3]037 △ 1,380 △ 45.41,658

と文書集中収受発送費の減262 △ 21 △ 7.9242

・管理委託費・修繕費の増225 6 2.8231

・元利僅還金の減△ 112 △ 4.82,222 2,334

1,193

△ 1=166 皆減0 66

△ 14i384 △ 2318・元利償違金の減46,096 60,479

0.3 口国民健康保険保険給付費等交付金の増157,882 469

特 別 会 計

158,352

10,536

9.37,649 7088,357

2,491

△ 58.9 一般管理費の減2=441 △ 1,4391,002

8,944

5.208 557 10,75,765

0

皆増 ・新設(特別会計か0 1,589

企 業 会

1;589



様式2

令和2年度当初予算の要求概要〔一般会計〕款別内訳

◎一般会計・款別

伸び率
主な増減項目

(金額は増減額)

平成31年度
当初予算額

増 減 額令和2年度
要求額

+12費用

△ 2.01,090 △ 221,069
・令和2年目勢調査費+643
・文化施設改修等整備費+378
・生活航路改善対策事業費+317
・JR佐世保線輸送改善対策等事業費+
・地籍調査費+193
・防災ヘリコプター運航事業費+147
・旧ホ庁舎等解体工事費△337

.曇票廃棄畳竜欝建会蟹ム790

306

1,146 2.644.526 43,3802総  務  費

4.1

・子どものための教育・保育給付事業費+2.242

+475

102.945 41233107,178

費+276
350

4.320,731 89821,6284環 境 録 健 費

△ 2.4

・勤労福祉会館運営費+124

軽斎蠍鍛躍諭磨銚クト纂費知貶1.656 △ 395労   働   費 1,617

11.1

・林業成長産業化総合対策事業費+625
・産地総合整備対策事業費+573
・畜産クラスター構築事業費+523
・担い手育成畑地帯総合整備事業費+501
・基幹農道整備事業費+461
・漁業取締船維持管理費+373
・海岸保全事業費+364

・予防治山費+626

42.855 4,73647.5916

△ 1.3・過年度資金再預託貸付金△1,374

十

→-301

費+158
△ 40130,425 30:8267商   工  費

11,2

・適路新設改良費(本土)+3,712
・国直轄遭路事業負担金+911
・都市改造費+788
・通常砂防事業費(離島)+775
・火山砂防事業費+742
・港湾改修費 (本土)+705
・堰堤改良事業費+65075.275 8,43483,7098土

△ 16,4

・通信指令システム運用経費+310
・交通安全施設整備費+217
・一般施設整備費△2,59110.297 △ 1,6899警  察  費 8f608

2.473 8.6

・高等学校私立学校助成費+1,305
・一般校舎等整備費(高校)+635

転重魯臨議勲遷備業費ふ
と埋蔵文化財発掘調査受託事業費 (新幹線)△12228,61031,083
・林地荒廃防止施設災害復旧費+356
・河川等災害復旧費 (公共)+199
・元年団体営災害復旧事業費+1921.031 25.05,163 4,13211 I日

・元金△21

・利子△1,130△ 1,155 △ 1.1101.698 102,85212公   債  費
・地方消費税交付金+10,002
・地方消費税清算金+8,02018,705 37.868.199 49,49413

0 0,0200 20014

38,350 7.5552.693 5141343

小  計
(職員給与費除き)

183,365

697,708県    計

※

薯鼻数
給急鳥畠墨岳8第呉ギ暫季篇

款`ごとの計数には含まれていない。
と一致しない場合がある。
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様式3

令和2年度当初予算の要求概要〔一般会計〕部局別内訳

◎一般会計・部局別

※職員給与費の算定は後日となるため、各部局ごとの計数には含まれていない。

各計数は、四捨五入のため、合計欄と一致しない場合がある。
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伸び率
主な増減項目

(金額は増減額)

平成31年度
当初予算額

増減額令和2年度
要求額

2.5

ヘ リ +147
△181.062 27倫機管理幣 1,089

地方消費税交付金+10,002
地方消費税清算金キ8,020

高等学校私立学校助成費+1,30519,367 1 1 1193.473 174,106

△ 2.6

生活航路改善対策事業費+317
」R佐世保線輸送改善対策等事業費+306
地籍調査費+193
県議会議員選挙費△629

参議院議員通常選挙費△799,005 △ 288企画振興部 ' 10,716

+833.127 788 25.13,910文化観光国際部

565 60,4

・令和2年目勢調査費+643
・食肉衛生検査所運営費+57
・2020年世界農林業センサス費本691.500 935県民生活部

21.7

・原子力災害対策整備事業費+168
・生活基盤施設耐震化等交付金事業費
・自然公園施設補修費△94

+276

2,845 616環境部 3,462

・女性・障害者支援センター建替費キ475
+786

+35098.005 1,286 1`399,291

13,7

・子どものための教育・保育給付事業費キ2,242

・子育てのための施設等利用給付事業費+397
・長崎県安心こども基金事業費+341
・児童措置費+318
・幼児教育無償化推進費+240
・児童福祉関係社会福祉施設整備事業費△296

26.759 23,533 3,225こどモゝ政策局

△ 2.3

・食品加エセンタ■施設整備費+325
・市町営工業団地整備支援事業費+391
・過年度資金再預託貸付金△1,37431,250 △ 722産業労働 部 30.528
漁業取締船維持管理費+373
離島漁業再生支援費+31
調査船維持管理費△3119.819 390 2.020.209水産部

21.1

・予防治山費+626
・林業成長産業化総合対策事業費+625
・産地総合整備対策事業費+573
・畜産クラスター構築事業費キ528
・担い手育成畑地帯総合整備事業費+501
・基幹農道整備事業費+46124.701 5,21529,917

9.3

・道路新設改良費 (本土)キe,712
・国直轄道路事業負担金+911
・都市改造費+788
・通常砂防事業費 (離島)+775
・港湾改修費(本土)+705
・堰堤改良事業費+656
・新幹線整備事業費負担金+34296,318 8,964105,282

3.7

・一般検舎等整備費(高校)+635
・県立体育施設管理運営費+353
・すいすいスクールネットワーク整備事業費+311
・埋蔵文化財発掘調査受託事業費(新幹線)△ 122

16.664 16,069 595教育委 員会

1と2

・財務会計システム等運営費+33
・議員費用弁償費+12
・議会事務局運営費△301,313 161,329

議会事務局・出納局・

各種委員会
・通信指令システム運用経費+310
・交通安全施設整備費+217
・一般施設整備費△2,591△ 1.689 △ 16.58,564 10,254

7.5514.343 38.350
小  計

(職員給与費除き) 552,693

183,365

697,708県  計


